
 

工 事 仕 様 書 

 

 

１ 工事件名 

大森公共職業安定所外１施設 空調改修工事 

 

２ 工事場所 

大森公共職業安定所（大田区大森北４－１６－７） 

上野公共職業安定所（台東区東上野４－１－２） 

 

３ 作業概要 

①  大森公共職業安定所３階事務室、所長室、休憩室に設置されている空調計３台、上野公

共職業安定所の２階系統の空調一式を撤去すること。 

※正確な位置等は現地調査をして確認をすること。 

②  下記「参考機器」を参照し、撤去箇所に新設すること。 

 【参考機器】ダイキン製 

 大森公共職業安定所３Ｆ 

 ・室外機：ＲＱＹＰ３３５ＦＣ          １台 

 ・室外機用防振架台：Ｋ－ＫＳＶ３３５ＧＨＢ   １台 

 ・所長室用室内機：ＦＸＹＭＰ１１２ＥＢ     １台 

 ・上記ダクト接続部材              １式        

 ・事務室室内機：ＦＸＹＣＪ１１２ＥＢ      １台 

 ・上記天カセパネル：ＢＹＢＣＰ１６０ＣＥＦ   １個 

 ・休憩室室内機：ＦＸＹＫＰ２２ＥＢ       ２台 

 ・上記天カセパネル：ＢＹＫＰ３６ＭＡＦ     ２個 

 ・上記ワイドパネル：ＫＤＢＰ５２２Ｅ３６Ｆ   ２組 

 ・運転リモコン：ＢＲＣ１Ｇ４          ４個 

 上野公共職業安定所 2Ｆ 

 ・室外機：ＲＱＹＰ８５０ＦＣ            １セット 

 ・上記防振架台：Ｋ－ＫＳＶ４５０ＧＨＢ     ２個 

 ・室内機：ＦＸＹＣＰ４５ＥＢ          ２台 

・標準パネル：ＢＹＢＣＰ５０ＣＦ        ２台 

 ・ワイドパネル：ＫＤＢ５３Ｃ１６０Ｆ      ４個 

 ・室内機：ＦＸＹＣＰ８０ＥＢ          ２台 

 ・室内機：ＦＸＹＣＰ５６ＥＢ          ２台 

・標準パネル:ＢＹＢＣＰ８０ＣＦ                 ４個 

・室内機：ＦＸＹＣＰ３６ＥＢ                    １台 



 

・標準パネル：ＢＹＫＰ３６ＭＡＦ                １個 

・ワイドパネル：ＫＤＢＰ５２２Ｅ３６Ｆ          １個  

・室内機：ＦＸＹＳＰ９０ＥＢ                    ６台 

・吸い込み口ハーフパネル：ＢＹＢＳＪ８０ＬＡＦ  ６個 

・吸い込みパネル用キャンパス：ＫＳＡ２５Ｌ８０  ６個 

・下吸い込み用ﾌﾙﾀｰﾁｬﾝﾊﾟｰ：ＫＤＤＦＰ２５Ａ８０  ６個 

・ロングライフフィルター：ＫＡＦ２５１Ｂ８０  ６個 

・ＯＮ／ＯＦＦコントローラー：ＤＣＳ３０１Ｂ１ １個    

 

③ 新設する部品等は原則新品を購入するとし、中古品は不可とする。 

④ 改修工事にあたって必要に応じて天井の補強も行うこと。  

⑤ 上記作業完了後、新規に規定量の冷媒を投入すること。 

⑥ 上記作業に必要な軽微な部材についても、受注者にて用意すること。 

⑦ 撤去した廃棄物等については、関係法令に従い廃棄すること。 

⑧ 完了後は試験調整等実施の上、空調機が正常に運転可能なことについて、現地担当者の確

認を得ること。 

 

４ 担当職員 

【現地職員】 

大森公共職業安定所 庶務課 倉持 ＴＥＬ：０３－３７６１－００４４ 

上野公共職業安定所 庶務課 吉田 ＴＥＬ：０３－５８２８－８６０９ 

【監督職員】 

東京労働局総務部 会計課 施設係 横幕 ＴＥＬ：０３－３５１２－１６０６ 

 

５ 履行期間 

契約締結日 から 令和５年３月２４日（金）まで 

 

 

【工事仕様】 

１ 共通仕様 

本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築改修工事共通

仕様書」並びに「建築工事共通仕様書」（共に最新版）による。使用する部材、工法、廃棄物処

理方法等についてはグリーン購入法に適合するように努めること。 

 

２ 法令等の取扱 

本工事を施工するにあたり法令等に制限を受ける場合には、該当法令等を遵守すること。 

 

３ シックハウス対策 



 

本工事に使用する材料は、規制対象外材料（Ｆ☆☆☆☆）のみを使用できるものとする。 

 

４ 軽微な変更 

軽微な変更を行う場合は、係員の指示による。この場合請負金額の増減は行わない。 

 

５ 施工日程 

施工日程については、事前に現地係員と十分協議すること。 

 

６ 光熱費 

工事中の電力・水道・ガス等は支給する。 

 

７ 近隣対策 

近隣に対しては、工事中迷惑をかけないよう十分考慮して施工する。万一実害、クレーム等が

あった場合は、請負者の負担において速やかに解決させること。 

 

８ 補償 

竣工後２年間に、工事上の不備、不手際を生じた場合は、無償で速やかに解決させること。 

 

９ 現場復旧 

工事のため破損或いは損傷した部分は、係員と打合せの上、指定の仕様で復旧する。 

 

10 現場管理 

施工者は、「労働基準法」「労働安全衛生法」「建築基準法」「消防法」「電気技術基準」その他

関係法令の定めるところにより、適正に労務管理をし、労働者の安全及び衛生、その他風災害、

火災、盗難、風紀、その他事故並びに公害防止に努めなければならない。 

 

11 廃棄物処理 

発生材は速やかに搬出すること。止むを得ず工事用地内に一時的に集積する場合は、安全の確

保・粉塵の防止等の措置をとり、かつ整頓に努めて異種の発生材の混合を防ぐこと。 

また関係法令に従って適法に処理し、必要に応じて産業廃棄物マニュフェストを提出すること。

このことは撤去工事による発生材の他、端材・梱包・工事従事者が現場で出すゴミ等についても

同様とする。 

 

12 現場養生等 

工事範囲及び搬入、搬出経路について適切に養生・清掃を行うこと。 

 

13 工事完了報告 

工事完了後は、以下の書類を提出すること。 



 

（１）工事完了報告書。なお、様式は当局指定の様式とする。 

（２）作業報告書。なお、様式は請負者の任意様式とする。 

（３）工事着手前・工事中・完成後の写真。なお、工事写真のみで本工事の全容を把握できるこ

とを念頭に撮影を行うこと。また、デジタルカメラによる撮影及びカラーレーザープリンタ

ーによる出力を可とする。 

 

14 検査 

請負者は工事完了時に検査職員の竣工検査を受け、検査に受からなかった箇所については速や

かに指示に従い補修すること。 

 

 

以  上 

 


